
平成１１年５月１２日

平成１１年３月期　　決算短信

上 場 会 社 名 東京証券取引所（市場第二部）

コ ー ド 番 号 ７ ９ ４ ９ 大阪証券取引所（市場第二部）

本 社 所 在 地 石川県小松市工業団地１丁目７２番地

問 合 せ 先 責任者役職名　　取締役経理部長 ＴＥＬ （０７６１）２１－３１３１

氏　　　　名　　鈴　木　裕　文

決算取締役会開催日 平成１１年５月１２日 定時株主総会開催日 平成１１年６月２９日

連結決算の有無 　有 ・ 無 中間配当制度の有無 　有 ・ 無

１．平成１１年３月期の業績（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

（１）経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満切捨）

売 上 高
対前期
増減率

営業利益
対前期
増減率

経常利益
対前期
増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
平成１１年３月期 １９，０３２ (△８.８) １，５７９ (△２４.５) １，６３５ (△２３.６)
平成１０年３月期 ２０，８６０ (△１.８) ２，０９１ (△１５.５) ２，１４１ (△１１.７)

（注）財務諸表等規則の一部改正に伴い、平成１０年３月期についても改正後の表示区分に組み替えております。

当期純利益
対前期
増減率

１株当たり       

当期純利益       

総 資 本

経常利益率

百万円 ％ 　 円 　銭 　 円  　銭 ％ ％ ％
平成１１年３月期 ８８４ (△３.９) ８１　１０ ――― ５．４ ７．３ ８．６
平成１０年３月期 ９２０ (△１２.７) ８４　３９ ――― ５．８ ９．４ １０．３

（注）１．期中平均株式数　　平成１１年３月期　１０,９０３,２４０株

平成１０年３月期　１０,９０３,２４０株

２．会計処理の方法の変更  無

（２）配当状況

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金            配当金総額 株主資本

中　  間 期　　末 （年　間）
配当性向

配 当 率

　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭 百万円 ％ ％
平成１１年３月期 ２２　００ １０　００ １２　００ ２３９ ２７．１ １．４
平成１０年３月期 ２０　００ １０　００ １０　００ ２１７ ２３．６ １．３

（注）配当金の内訳  平成１１年３月期末配当金１２円のうち２円は、株式上場記念配当金であります。

（３）財政状態

総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率
１ 株 当 た り      
株 主 資 本      

百万円 百万円 ％ 　　　　　円　　銭
平成１１年３月期 ２２，２６８ １６，８３６ ７５．６ 　１，５４４　１７
平成１０年３月期 ２２，６９３ １６，２１３ ７１．４ 　１，４８７　０４

（注）１．期末発行済株式数 平成１１年３月期　１０,９０３,２４０株（額面株式､１単位の株式数  ５００株）

                             平成１０年３月期　１０,９０３,２４０株

２．有価証券の評価損益　　         ５ 百万円

３．デリバティブ取引の評価損益　　 － 百万円

２．平成１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金            
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中　　間 期　　末

百万円 百万円 百万円 　　円　　銭  　円　　銭    円　　銭
中 間 期 ９，６００ ８７５ ４２０ １０　００ ――― ―――
通 期 ２０，０００ １，８２０ ９３０ ――― １０　００ ２０　００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　８５円　３０銭

（注） 中間業績予想につきましては、税効果会計の適用を前提と致しておりません。
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当 期 お よ び 次 期 の 業 績 の 概 況

当期におけるわが国経済は、雇用不安等を背景とした個人消費の低迷、企業業績の悪化に伴う設備投資

の減退、さらには金融システムに対する不安やアジア経済の混迷などにより、景況は引き続き厳しい状況

のまま推移いたしました。

間仕切業界におきましても、予想以上の景気低迷と民間設備投資の減少により、オフィス向けの製品を

中心に前年実績を割り込み、厳しい経営環境となりましたが、このような情勢のなかでも、当社は設計指

定活動を中心とした活動により、積極的な営業展開に取り組んでまいりました。

この結果、今期の業績は非常に厳しい経済環境の下、売上高は１９０億３２百万円（前期比８.８％減）

となりました。

利益面につきましては、原価および経費の削減に努めましたが、有価証券売却損および有価証券評価損

１億２百万円の発生により、経常利益は１６億３５百万円（前期比２３.６％減）、当期純利益は８億８４

百万円（前期比３．９％減）となりました。

品目別の状況につきましては、民間設備投資の減少により、特にオフィス向けの製品であるロー間仕切

は大幅に減少（前期比２３．２％減）し、前期に大型プロジェクトの納入が集中した移動間仕切も、当期

は納入が一段落したため減少（前期比２２．５％減）しております。その一方で、庁舎等の公共物件を中

心に、壁面化粧パネル等（その他）が順調に増加（前期比１５．４％増）いたしました。

なお、社会的信用の増大と知名度の向上、株式の流通性増大と適正な株価形成等を目的として、平成１

１年３月１日をもって、当社株式を、東京証券取引所市場第二部ならびに大阪証券取引所市場第二部に上

場いたしました。

さらに、当社は本年３月、財団法人日本品質保証機構（ＪＱＡ）より、品質保証の国際規格である「Ｉ

ＳＯ ９００１」の認証を取得いたしました。

　今後の見通しにつきましては、企業の景況感は下げ止まりの様相を示しはじめたようにも見えますが、

企業業績の回復のためには、過剰雇用と過剰設備の調整というリストラ圧力も強まるものと予想され、景

気回復にはなお多くのハードルが続くものと思われます。

　こうした状況下にあって、当社は、間仕切の総合メーカーとしてユーザーニーズに即応した品質、製品、

サービスの提供に努めるとともに、今後の需要の拡大が見込まれる特別養護老人ホーム等の福祉厚生施設

向けに、鋼製軽量ドア製品の充実をはかり、企業体質の強化と業績の向上に邁進する所存であります。

　なお、当社は、平成１１年５月１２日の取締役会において、平成１１年７月１日を合併期日として、子

会社である小松ウオール京都販売株式会社と合併し、同社の資産、負債および権利義務の一切を引き継ぐ

旨決議しており、同地においては京都営業所を開設し、７月１日より営業を行う予定であります。

次期の業績予想としましては、売上高２００億円、経常利益１８億２０百万円、当期純利益９億３０百

万円を見込んでおり、このうち小松ウオール京都販売株式会社の合併による増加分は、売上高４億円、経

常利益２０百万円、当期純利益１０百万円であります。
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配 当 政 策

当社の配当政策の基本的な考え方は、収益状況に対応した上で、株主各位への配当を充実させる一方、

将来へ向かっての企業体質の強化、および業績の拡大に備えての設備投資のため、内部留保を充実するこ

とにあります。

以上の方針に基づき当期におきましては、期末配当を普通配当１０円と株式上場記念配当２円の１株あ

たり１２円とし、中間配当で実施させていただいた１株あたり１０円とあわせ、年間１株あたり２２円の

配当を予定しております。

この結果、当期の株主資本配当率は、１．４％となります。

内部留保金につきましては、業界内部における競争激化に対処し、今まで以上にコスト競争力を高める

ための設備投資等の資金需要に備える所存であります。
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比 較 貸 借 対 照 表

（百万円未満切捨）

当　　　　　　期 前　　　　　　期
（平成１１年３月３１日現在） （平成１０年３月３１日現在）

増 減 金 額期　別

科　目 金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比 （△印は減）

（　資　産　の　部　） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

流　動　資　産 １４，７２３ ６６．１ １５，１５６ ６６．８ △ ４３２

　現 金 及 び 預 金         ５，２６３ ４，８４８ ４１５

　受 取 手 形         ３，９９３ ４，６９９ △ ７０５

　売　　　掛　　　金 ３，２２２ ３，４４１ △ ２１８

　有 価 証 券         ４８１ ５２８ △ ４６

　製　　　　　　　品 ７７ ８８ △ １１

　原　　　材　　　料 １３２ １３２ ０

　仕　　　掛　　　品 １，２９３ １，０８８ ２０５

　貯　　　蔵　　　品 ６ ４ ２

　前 払 費 用         ２５ ２５ △ ０

　そ　　　の　　　他 ２７１ ３５８ △ ８６

　貸 倒 引 当 金         △  ４６ △　５８ １１

固　定　資　産 ７，５４４ ３３．９ ７，５３６ ３３．２ ７

　有 形 固 定 資 産         ４，４３０ １９．９ ４，４６８ １９．７ △ ３７

　　建　　　　　　　物 １，５４４ １，５９７ △ ５２

　　構　　　築　　　物 ５９ ６１ △ ２

　　機 械 及 び 装 置         ４２７ ４５０ △ ２２

　　車 輌 及 び 運 搬 具         １７ ２１ △ ３

　　工具、器具及び備品 ６７ ６４ ３

　　土　　　　　　　地 ２，２６６ ２，２６５ ０

　　建 設 仮 勘 定         ４７ ７ ３９

　無 形 固 定 資 産         １６ ０．１ １６ ０．１ ０

　　電 話 加 入 権         １４ １４ ０

　　施 設 利 用 権         １ ２ △ ０

　投資その他の資産         ３，０９７ １３．９ ３，０５２ １３．４ ４５

　　投 資 有 価 証 券         ４４９ ４９６ △ ４６

　　子 会 社 株 式         １３４ １３４ －

　　長 期 前 払 費 用         １５１ １６１ △ １０

　　長 期 預 金         ２８ ２２ ６

　　保 険 積 立 金         １，８５６ １，６９３ １６２

　　そ の 他         ５６２ ６８８ △ １２６

　　貸 倒 引 当 金         △  ８５ △　１４４ ５９

資 産 合 計          ２２，２６８ １００．０ ２２，６９３ １００．０ △ ４２５
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当　　　　　　期 前　　　　　　期
（平成１１年３月３１日現在） （平成１０年３月３１日現在）

増 減 金 額      期　別

科　目 金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比 （△印は減）

（　負　債　の　部　） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

流　動　負　債 ５，４３２ ２４．４ ６，４７８ ２８．５ △１，０４６

　支 払 手 形         ３，０００ ３，２３７ △ ２３７

　買　　　掛　　　金 １，３２７ １，３９５ △ ６７

　短 期 借 入 金         － ４７４ △ ４７４

　 － ２ △ ２

　未　　　払　　　金 ４２４ ３７８ ４６

　未 払 法 人 税 等         １６６ ４４８ △ ２８２

　未 払 消 費 税 等         ３６ １０６ △ ６９

　前　　　受　　　金 １９８ １４３ ５５

　賞　与　引　当　金 ２３５ ２６５ △ ３０

　そ　　　の　　　他 ４３ ２７ １５

固　定　負　債 － － ２ ０．０ △ ２

　長 期 預 り 保 証 金         － ２ △ ２

負 債 合 計          ５，４３２ ２４．４ ６，４８０ ２８．６ △１，０４８

（　資　本　の　部　）

資　　本　　金 ３，０９９ １３．９ ３，０９９ １３．７ －

法　定　準　備　金 ３，２５１ １４．６ ３，２２５ １４．２ ２６

　資　本　準　備　金 ３，０３１ ３，０３１ －

　利　益　準　備　金 ２１９ １９３ ２６

そ の 他 の 剰 余 金           １０，４８５ ４７．１ ９，８８８ ４３．６ ５９６

　任　意　積　立　金 ９，５７４ ４３．０ ８，９７８ ３９．６ ５９５

　　特 別 償 却 準 備 金         ０ ０ △ ０

　　固定資産圧縮積立金 １５５ １５９ △ ３

　　別　途　積　立　金 ９，４１８ ８，８１８ ６００

　当 期 未 処 分 利 益         ９１０ ４．１ ９０９ ４．０ ０

　（ 当 期 純 利 益 ） （８８４） （９２０） （△ ３５）

資 本 合 計          １６，８３６ ７５．６ １６，２１３ ７１．４ ６２２

負 債 及 び 資 本 合 計          ２２，２６８ １００．０ ２２，６９３ １００．０ △ ４２５

（注）財務諸表等規則の一部改正に伴い、前期についても改正後の表示区分に組み替えております。
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比 較 損 益 計 算 書

（百万円未満切捨）

当　　　　期 前　　　　期

自平成１０年４月  １日

至平成１１年３月３１日

自平成  ９年４月  １日

至平成１０年３月３１日

期　　別

科　　目 金　　額 百 分 比 金　　額 百 分 比

増減金額

(△印は減)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

営 業 収 益 １９，０３２ ２０，８６０ △１，８２７

　売 上 高 １９，０３２ １００．０ ２０，８６０ １００．０ △１，８２７

営 業 費 用 １７，４５３ ９１．７ １８，７６８ ９０．０ △１，３１５

　売 上 原 価 １３，２０２ ６９．４ １４，５８８ ６９．９ △１，３８６

　 ４，２５０ ２２．３ ４，１８０ ２０．１ ７０

営

業

損

益

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

営 業 利 益 １，５７９ ８．３ ２，０９１ １０．０ △ ５１１

営 業 外 収 益 １７４ ０．９ ２２０ １．１ △ ４６

　受 取 利 息 ４２ ５５ △ １２

　受 取 配 当 金 ４３ ２８ １４

　そ の 他 ８８ １３６ △ ４８

営 業 外 費 用 １１８ ０．６ １７０ ０．８ △ ５１

　 ９ １７ △ ７

　有価証券評価損 ５９ １４８ △ ８８

　有価証券売却損 ４２ － ４２

営

業

外

損

益

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

　そ の 他 ６ ４ １

経

常

損

益

の

部

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

経 常 利 益 １，６３５ ８．６ ２，１４１ １０．３ △ ５０６

特 別 損 失 ２１ ０．１ １０２ ０．５ △ ８０

　固 定 資 産 除 却 損 １ ３ △ １

　固 定 資 産 売 却 損 － ０ △ ０

  投資有価証券評価損 １９ － １９

特
別
損
益
の
部

　関 係 会 社 整 理 損 － ９８ △ ９８

税 引 前 当 期 純 利 益 １，６１３ ８．５ ２，０３９ ９．８ △ ４２５

法人税、住民税及び事業税 ７２９ ３．９ １，１１９ ５．４ △ ３９０

当 期 純 利 益 ８８４ ４．６ ９２０ ４．４ △ ３５

前 期 繰 越 利 益 １４６ １０９ ３６

中 間 配 当 金 １０８ １０８ △ ０

１０ １０ △ ０

当 期 未 処 分 利 益 ９１０ ９０９ ０

（注）財務諸表等規則の一部改正に伴い、前期についても改正後の表示区分に組み替えております。
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（重要な会計方針）

１）有価証券の評価基準および評価方法

取引所の相場のある有価証券　―――移動平均法による低価法（洗替え方式）

なお、低価法の適用に当たっては従来、切放し方式によっておりましたが、平成１０年度の税

制改正に伴い当期から洗替え方式に変更致しました。この変更による影響額はありません。

その他の有価証券　　　　　　―――移動平均法による原価法

２）棚卸資産の評価基準および評価方法

製品および仕掛品　―――　個別法による原価法

原　材　料　　　　―――　移動平均法による原価法

貯　蔵　品　　　　―――　最終仕入原価法

３）固定資産の減価償却の方法

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

有形固定資産　―――　定率法

ただし、法人税法の改正に伴い平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）に

ついては、法人税法に定める定額法を採用しております。

また、建物（附属設備を除く）については、当期から平成１０年度の税制改正により、耐用年

数の短縮を行っております。

これらの変更による影響額については軽微であります。

無形固定資産　―――　定額法

長期前払費用　―――　支出の効果の及ぶ期間にわたる均等償却

４）重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、法人税法に定める法定繰入率による限度相当額の他、 　

　　　　　取引先の財政状態を勘案して計上しております。

ロ．賞与引当金

　　　　　賞与引当金は、従来、法人税法の規定に基づく支給対象期間基準による限度相当額を計上し 　

　　　　　ておりましたが、平成１０年度の法人税法の改正に伴い、当期から支給見込額を計上する方

　　　　　法に変更いたしました。

　　　　　この変更による影響額については軽微であります。

５）リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６）適格退職年金制度

　　　従業員退職金の全部について、適格退職年金制度を採用しております。

７）消費税等の会計処理方法

　　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（注記事項）

貸借対照表に関する事項　　　　　　　平成１１年３月期　　　　平成１０年３月期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　　　百万円

１）有形固定資産の減価償却累計額　　  ３，６４１　　　　　　　３，４３３

２）自己株式　　　　　　　　　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　５９

（株数）　　　　　　　　　　　（　　　２５６株）　　  （３６，３９６株）

損益計算書に関する事項　　　　　　　平成１１年３月期　　　　平成１０年３月期

　「法人税、住民税及び事業税」に　　　　　　　　百万円　　　　　　　　　百万円
含まれる事業税　　      １４４　　　　　　　    ２３０

（リース取引）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残高相当額

 （百万円未満切捨）

 期 別
 資　産

 種　類
 機械及び装置  工具器具備品  そ の 他  計

  取 得 価 額 相 当 額  ３８０  ４５２  －  ８３２

 平成１１年３月期  減価償却累計額相当額  １８７  ２２９  －  ４１６

  期 末 残 高 相 当 額  １９３  ２２２  －  ４１６

  取 得 価 額 相 当 額  ８２５  ３４７  ９４  １，２６６

 平成１０年３月期  減価償却累計額相当額  ５７０  １５９  ８７  ８１６

  期 末 残 高 相 当 額  ２５５  １８８  ６  ４４９

 

 　　　　　　　　　　　　　　　平成１１年３月期　　　　平成１０年３月期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　　百万円

（２） 未経過リース料期末残高相当額        

 　　　　　　　　　１年以内　　　　　１５２　　　　　　　　２１４

 　　　　　　　　　１ 年 超    　　　　　２７８　　　　　　　　２６４ 　　

 　　　　　　　　　合　　計　　　　　４３１　　　　　　　　４７９ 　　

 

（３） 支払リース料減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　支 払 リ ー ス 料        　　　　　２６０　　　　　　　　２７２

　　　　　減価償却費相当額　　　　　２２６　　　　　　　　２３３

　　　　　支払利息相当額        　　　　　　２０　　　　　　　　　２５

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額 ･･････ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお

ります。

利 息 相 当 額         ･･････ リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法については利息法によっております。
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（有価証券及びデリバティブ取引の状況）

Ⅰ．有価証券の時価等

（百万円未満切捨）

当　　　　　　　　　　期 前　　　　　　　　　　期

（平成１１年３月３１日現在） （平成１０年３月３１日現在）

貸借対照表 貸借対照表

期　別

種　類
価　　　額

時　　価 評価損益
価　　　額

時　　価 評価損益

(1)

株　　式 １０２ １０２ ０ １４４ １１４ △　２９

債　　券 １０９ １１２ ２ １０９ １０４ △　５

そ の 他    ２５９ ２５９ △ ０ ２６４ ２３９ △　２４

小　　計 ４７１ ４７４ ２ ５１８ ４５８ △　６０

(2)

株　　式 ２９２ ２９５ ３ ３６７ ３７６ ９

債　　券 － － － － － －

そ の 他    － － － － － －

小　　計 ２９２ ２９５ ３ ３６７ ３７６ ９

合 計 ７６４ ７７０ ５ ８８５ ８３４ △　５０

（注）１．時価等の算定方法

　　　　①　上場有価証券　　　　　主に、東京証券取引所の最終価格によっております。

　　　　②　店頭売買有価証券　　　日本証券業協会の発表する売買値段等によっております。

　　　　③　非上場の証券投資信託　基準価格によっております。

２． 株式には自己株式を含んでおります。

なお、評価損益は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　期　　        前　期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　百万円

流動資産に属するもの        △ ０           △ ２６

　　　３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　期　　        前　期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　百万円

　　　流動資産に    中期国債ファンド　　　　　　　　　　１０　　　　　　　１０

　　　属するもの

　　　固定資産に　　非上場株式（店頭売買株式を除く）　２９１　　　　　　２６３

　　　属するもの　（うち子会社及び関連会社株式）　（１４６）　　　　（１４６）

Ⅱ．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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比 較 利 益 処 分 案

（百万円未満切捨）

当　　　　　期 前　　　　　期期　別

科　目

自平成１０年 月 日

至平成 年 月 日

自平成 年 月 日

至平成 年 月 日

増減金額

（△印は減）

百万円 百万円 百万円

当期未処分利益 ９１０ ９０９ ０

任意積立金取崩高

特別償却準備金取崩額 ０ ０ ０

固定資産圧縮積立金取崩額 ４ ３ ０

合　　　計 ９１５ ９１３ １

利益処分額

利益準備金 １７ １５ ２

利益配当金 １３０ １０８ ２２

（１株につき１２円００銭） （１株につき１０円００銭）

役員賞与金 ４４ ４４ －

（うち監査役賞与金） （　２） （　２） －

別途積立金 ６００ ６００ －

合　　　計 ７９２ ７６７ ２４

次　期　繰　越　利　益 １２２ １４６ △ ２３

（注）１．特別償却準備金及び固定資産圧縮積立金は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。

２．平成１０年１２月１０日に１０８百万円（１株につき１０円００銭）の中間配当を実施いたし

ました。

１株当たり配当金

平成１１年３月期 平成１０年３月期期　別

科　目 年　間 中　間 期　末 年　間 中　間 期　末

普通（旧）株式 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭 　　円　　銭

（ 内 訳 ） ２２　００ １０　００ １２　００ ２０　００ １０　００ １０　００

記 念 配 － － 　２　００ － － －

特 別 配 － － － － － －
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製 品 別 売 上 高 明 細 書

（百万円未満切捨）

当　　　　期 前　　　　期

自平成１０年４月　１日

至平成１１年３月３１日

自平成　９年４月　１日

至平成１０年３月３１日

　　　　　　　　

期　別

 品　目 金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比

対 前 期 比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

可 動 間 仕 切 ７，６８６ ４０．４ ８，２１４ ３９．４ ９３．６

ト イ レ ブ ー ス ３，２３６ １７．０ ３，３３５ １６．０ ９７．０

移 動 間 仕 切 ２，８９８ １５．２ ３，７４０ １７．９ ７７．５

固 定 間 仕 切 １，６１５ ８．５ １，７９３ ８．６ ９０．１

ロ ー 間 仕 切 １，５１８ ８．０ １，９７６ ９．５ ７６．８

そ の 他 ２，０７６ １０．９ １，７９９ ８．６ １１５．４

合 計 １９，０３２ １００．０ ２０，８６０ １００．０ ９１．２

製品別受注高および受注残高

（百万円未満切捨）

当　　　　期 前　　　　期

自平成１０年４月　１日

至平成１１年３月３１日

自平成　９年４月　１日

至平成１０年３月３１日
項　　　目

金　　額 構成比 金　　額 構成比

対 前 期 比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

可 動 間 仕 切 ５，３５９ ３２．７ ４，８４９ ２８．２ １１０．５

トイレブース ３，２６０ １９．９ ３，３９１ １９．７ ９６．１

移 動 間 仕 切 ２，８８１ １７．６ ３，２６３ １８．９ ８８．３

固 定 間 仕 切 １，６９９ １０．４ １，８６９ １０．９ ９０．９

ロ ー 間 仕 切 １，２４３ ７．６ １，６１９ ９．４ ７６．８

受

注

高

 
 

 
 

 
 

そ の 他 １，９２５ １１．８ ２，２２３ １２．９ ８６．６

合　　　　　計 １６，３６９ １００．０ １７，２１７ １００．０ ９５．１

可 動 間 仕 切 １，７０９ ２９．９ １，６７４ ２９．０ １０２．１

トイレブース ８２９ １４．５ ８０６ １４．０ １０２．９

移 動 間 仕 切 １，５８８ ２７．７ １，６０６ ２７．９ ９８．９

固 定 間 仕 切 ７３４ １２．８ ６５１ １１．３ １１２．８

ロ ー 間 仕 切 ６７ １．２ ７９ １．４ ８５．５

受

注

残

高

 
 

 
 

 
 

そ の 他 ７９８ １３．９ ９４８ １６．４ ８４．１

合　　　　　計 ５，７２８ １００．０ ５，７６５ １００．０ ９９．３

（注）1．可動間仕切、ロー間仕切のうち、一部の製品については見込生産を行っておりますので、記載よ

　り除外しております。
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役 員 の 移 動
（平成１１年６月２９日付予定）

１． 新任取締役候補

取 締 役                  熊  田  雅  己      （現  東京支店支店長）

[東京支店支店長]

２． 退任予定取締役

現 専 務 取 締 役                  佐 久 間  宜  

３． 新任監査役候補

非 常 勤 監 査 役                  佐 久 間  宜        （現  専務取締役）

以  上
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